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相原康人氏の「平成27年度に向けて
政令指定都市の私立幼稚園はどう対
処したらよいか」という講演を伺がっ
て、平成27年度からの各幼稚園団体
及び各園の今後の対応の仕方に大き
な示唆が頂けたのではないかと思っ
ています。いずれにしても、この２日
間で得た会議の成果を各都市の幼
稚園団体、各園の経営及び事業活
動に活かして頂ければ、子ども達の
未来に大きな成果をもたらすことが
できると思っています。
　私立幼稚園がこれまで培ってきた
質の高い幼児教育機関としての機能
は子ども達にとって益々大切であり
必要であると強く感じる大会でありま
した。
　最後になりましたが、この度の横
浜大会の開催に当たりまして横浜市
行政当局、（公社）横浜市幼稚園協
会及び各方面のご尽力により盛大に
開催できましたことに感謝申し上げ、
運営委員長のお礼の挨拶と致しま
す。

県私立幼稚園連合会長様にも来賓と
してご登壇頂きました。
　大会２日間の参加者は48名の実行
委員と横浜協会の特別参加の46名
の皆様方を加えて、延べ約600名を
数え大会が終了できたことを大変嬉
しく思っております。
　さて、昨年８月に「子ども・子育て
関連３法」が成立し、本年４月より内
閣府は子ども・子育て会議のメンバー
を決定し、いよいよ「子ども・子育て
支援新制度」の基本指針等の審議
に入りました。その様な折、この横
浜大会では「あらためて子どもの未
来を拓く〜今、政令指定都市私立幼
稚園の使命とは〜」というテーマを掲
げ、本大会の目玉である各政令指定
都市の行政の方々による報告「各都
市の子育て支援の状況と子ども・子
育て支援新制度に係わる取り組みの
方向性について」を伺うことができま
した。参加した各都市の園長・設置
者は各都市の状況を知り、第１分科
会の文科省初等中等教育局専門官

　去る平成25年７月11・12日の両日
に第53回 政令指定都市私立幼稚園
団体協議会 横浜大会が横浜ロイヤ
ルパークホテルにおいて皆様方の絶
大なるご尽力により無事に大きな成
果をあげて終了することができまし
た。本当に有難うございました。
　本大会は昭和46年に政令指定都
市私立幼稚園団体協議会として発足
して以来、運営委員会組織として運
営し発展してまいりましたが、本年
度の横浜大会を最後に会長会組織
に改革し、今後の大都市における幼
児教育に対処していくことになりまし
た。
　本大会の開催にあたりましては横
浜市の後援及び援助を頂き、林文子
横浜市長様、佐藤祐文横浜市会議
長様、鈴木隆横浜市副市長様、仁
田昌寿横浜市会副議長様、横浜市
会各政党団長様、鯉渕信也横浜市
こども青少年局長様のご臨席を賜り
ました。更に、香川敬全日本私立幼
稚園連合会長様、渡邉真一神奈川

政令指定都市私立幼稚園団体協議会横浜大会を終えて
政令市私立幼稚園団体協議会　運営委員長　金子　禎

来賓の林 文子横浜市長
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更はないので、現在打ち出されてい
る基準のままである。

【質疑応答の中から】
◉102条園について。個人給付なの
で、私学助成とは異なり、学校法
人との差はなくなる。
◉一定の要件で上乗せ徴収は可能
であり、私学の独自性をそこに反映
させることができる。教員配置が
充実（人数）、免許資格の充実（例
えば全員1種免許所持）など合理的
な理由が明示できれば、上乗せの
可能性は十分ある。
◉実費徴収は、徴収可能な費目類
型を今後示す。合わせて限度額も
示す予定。
◉地域子ども・子育て支援事業の

◉新たな幼保連携認定こども園は、
学校教育法に定められていないが、
教育基本法上の「法律に定める学
校」（第6条）に由来する、認定こど
も園法に定めるものであり、学校教
育・保育を提供することになってい
る。※既存の幼稚園から移行した
場合、「幼稚園」の名称を用いるこ
とができる。
◉「幼保連携型認定こども園保育
要領」は、幼稚園教育要領の平成
20年改訂があったばかりなので、次
の改訂時期（おそらく平成30年頃）
までは現在の内容を踏襲することに
なるだろう。
◉幼保連携型認定こども園の基準
は現在作成中だが、幼稚園型など
他の類型の認定こども園は特に変

【講演中のキーワード】
★公定価格は平成26年4月～ 6月
頃になるが、平成25年度中に細か
な部分は全て決まってくる。
◉利用者は市町村による保育の必
要性の認定が入る、3タイプに分か
れる。
１号認定子ども ：満３歳以上の学
校教育のみ（保育の必要性なし）の
就学前の子ども⇒認定こども園、
幼稚園へ
２号認定子ども ：満３歳以上の保
育の必要性の認定を受けた就学前
の子ども⇒認定こども園、保育所へ
３号認定子ども ：満３歳未満の保
育の必要性の認定を受けた就学前
の子ども⇒認定こども園、保育所、
地域型保育へ

　開会式に続いて「行政報告」が行
われ、14政令指定都市の行政官か
ら、各都市の子育て支援の状況、
子ども・子育て支援新制度への取
り組み状況について報告された。
　休憩後、ノンフィクション作家柳
田邦男氏により「大人の気づき、子
どもの成長」をテーマに「基調講
演」が行われた。同氏は東日本大
震災の復興に係わった経験、自身
の絵本活動など種々事例を紹介し
ながら、子どもたちの心の変化、
成長（可能性）について、そしてそ
の子ども達への親の関わり方、親と
しての責任などについて分かりやす
く話された。その講演内容は後日
大会集録で皆様にお伝えします。

（広報部　須藤 伊佐夫）

により式は進められ、まず挨拶に
立った木元大会会長は「平成27年
に子ども・子育て支援新制度がス
タートする中で、関係者が一同に会
するこの大会は大変意義深い」と述
べられた。
　続いて、これまで団体協議会の
運営に功績のあった升光泰雄（京
都市）、浅井重樹（名古屋市）、金
子禎（横浜市）の３氏に対して表彰
状の贈呈が行われた。
　その後、来賓の林文子横浜市長、
横浜市会仁田昌寿副議長から祝辞
を頂いた。横浜市長からは「この大
会のテーマの「あらためて子どもの
未来を拓く」ために、関係者と行政
が手を携えて子育て支援を進めて
いきたい」と祝辞を述べられた。

　横浜ロイヤルパークホテル宴会棟
３階「鳳翔」の間に14政令指定都市
の幼稚園協会関係者、行政官、市
内幼稚園の設置者・園長など約300
名が集い、定刻の12時20分に全体
会がスタートした。
　「開会式」では、会場正面の金屏
風前の檀上に、木元茂大会会長、
金子禎運営委員長の他団体協議会
役員、そして横浜市長、横浜市会
副議長をはじめとする来賓の方々が
着席し、大会の進行を見守った。
　田野岡由紀子実行委員長の司会

全体会報告

第1分科会
テーマ：平成27年度に向けて政令指定都市の私立幼稚園は
	 どう対処したらよいか
講　師：文部科学省初等中等教育局　幼保一体化プロジェクトチーム専門官　相原 康人 氏
司　会：横浜市  木元  茂／名古屋市  加藤 義彦

基調講演を行う、柳田邦男氏

講師：相原康人氏
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◉私学助成については、文部科学
省も頑張るが、特に県に頑張ってい
ただきたい。さらに市が単独で行っ
ている様 な々事業についても国の制
度がこうなるから無くなった、とい
うことのないよう引き続き働きかけ
て欲しい。

《相原専門官のメッセージ》
新制度に移行するも残るも自由で
ある。平成26年の夏には方向性を
決断しないといけない。各園の経
営面、地域の実情をしっかり見定
め、考えて決めて欲しい。他の園
がこの方向に進むから当園もという
ことではなく自ら決断して欲しい。
ただし、時間が経過すればするほ
ど、少子化が進行して供給過剰に
なれば、認定こども園としての認定
は受けられなくなる可能性があるこ
とは制度の仕組みに入っているの
で注意は必要である。国の基本指
針が間もなくでる。しっかり勉強し
てください。

もある。パート就労は1号でもあり、
2号でもある。一時預かりとの組み
合わせもある。しかし、利用者の
負担を考えるなら、たくさんの費用
を払ってもらわなくても良いように、
幼稚園から認定こども園に移行し、
1号認定であろうと2号認定であろう
と受入れできるようにしていただき
たい。
◉施設整備については、保育定員
をより多く確保してくれる施設に仕
向ける傾向にある。なぜならば、
国の負担もあるが市町村も一定の
財政負担を強いられる以上、市町
村にとって必要な施設へ傾いてしま
うことはあり得る。
◉また、民主党案では減価償却費
として考えて、施設整備補助は無く
なると言っていたが、総合こども園
の案が無くなり、株式会社の参入
がなくなったため、給付に減価償
却を含めるという考えの前提が無く
なった。従って、今後も施設整備
費補助の考え方は残る方向である。

「一時預かり」は、市町村の行う預
かり保育事業である。しかし、複
数の市町村からの利用者も想定さ
れる。地方版会議で調整検討が必
要。市町村での調整がうまくいかな
い場合は、私学助成の預かり保育
補助をセイフティーネットとして活用
することも考えられる。
◉新制度においては、幼稚園は1号
認定の子どもしか預かることができ
ず、幼稚園のままでは、2号認定の
子どもを預かることができない。す
なわち、横浜型の預かり保育を行っ
ている幼稚園は、認定こども園（新
幼保連携・幼稚園型）に移行しな
いと、預かり保育の実施が難しくな
る。特に、1号認定で入園後保護者
の就労等で2号認定に変更した場
合、幼稚園を退園して他の認定こど
も園や保育所へ転園する必要があ
る。
　ただし、この幼稚園が気に入っ
ているといった理由等で、2号認定
の申請をしないという保護者の選択

テ ー マ：私立幼稚園における防災対策を考える
意見発表：仙台市・静岡市
司　　会：神戸市  近藤 利弘／千葉市  勝田 信一郎
助　　言：防災システム研究所所長　山村 武彦 氏

　⒈ 意見発表…⑴仙台市：「地震」
災害を中心に「災害マニュアルの整
備・見直し」等、災害への備えを再
構築している　⑵静岡市：南海ト
ラフ巨大地震の震源域であること
もあり、園の防災マニュアルを実情
にあったマニュアルに見直す方針
　⒉ 助言講演…防災システム研究
所所長山村武彦氏の講演から：危
機管理は経営そのもの。防災危機
管理とは必ずしも地震や津波だけ
ではなく、不審者、交通事故、感
染症等いろいろなリスクに対する幼
稚園の経営のこと。危機はリスクと
チャンスが裏表にあり、電話の応
対、お迎え等すべて危機管理であ

るが、すべてに責任を持つことは
不可能であり、皆で支え合う安全
の仕組みを作ることが大切。被害
者にならず、加害者にならず、傍観
者にならないようにしっかりとした
危機への対策、対応、仕組みをも
つ近隣ネットワークを作る。その際、
防災心理を学んだ上で対応策を考
えることが重要で、認知心理バイ
ヤス（偏見、先入観）…見たことが
ない者は認知できない、凍りつき
症候群…突発的なことに対し身体
が凍りついて動かなくなる、同調
性バイヤス…皆が逃げないから逃
げない等々があり、バイヤスにとら
われないようにするためには「念の

ため」「もしかしたら」を忘れないこ
と。そのためには日頃の防災トレー
ニングが必要で、定期的に防災･避
難訓練を実施し、一人ひとりの防
災力、危機管理能力を上げること
が大事。園長・理事長の為すべき
事は安全の仕組みや意識啓発を繰
り返し行い、教職員の防災意識を
高めることであり、また子どもの安
全能力を育成すること。そのため
に行動マニュアルを整備し、職員と
子どもの意識啓発、学習、訓練を
繰り返し行ってほしい。

第2分科会

助言：山村武彦氏
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　昨年の４月、木元茂会長より実行委
員長を任命され、５月に入り、金子禎
運営委員長より、横浜大会までの準備
概要の大筋を教えていただきました。
三人の打ち合わせの中で、会長からは、

「単なるお祭りで終わらせたくない。来
年の７月は、幼稚園が大きく変わろうと
しているとき、横浜大会の意味を考え
た内容にしてほしい」。運営委員長から
は、「実行委員は浜市幼運営委員全員
で役割を分担し、組織的に準備運営し、
みんなで大会を盛り上げてほしい」。と
の強い要請がありました。
　早速これを受けて、副会長、総務・
財務の部長、事務局長を加えた準備委
員会で基本事項を決め、６月末、正副
部長を加えた20名でプロジェクト委員

会を立ち上げ、11月末までに４回のプロ
ジェクト委員会を開き「大会テーマ」「基
調講演講師」「分科会のテーマ内容」「予
算の概算」の案が決まりました。
　今年に入り、１月より約50名の運営委
員全員による第１回実行委員会で「実行
委員会の組織と役割分担」「大会まで
のスケジュール表」案を発表し、その後
は４つの委員会ごとによる詳細な準備に
かかりました。同時に４つの分科会ごと
のテーマと講師、助言者を決めていきま
した。
　７回の実行委員会では、白熱した議
論をかわし、分科会においても、第１
分科会は文科省による講演方式、第２
は東日本大震災の経験をまじえた地震・
津波対策、第３は小学校との接続の研

究を横浜市が発表することで横浜らし
さをアピールする、第４はPTA活動を
通した子育て支援、各分科会のテーマ
設定においてもより良い内容にしたい思
いで、再三検討してまいりました。
　大会までの準備及び大会当日の２日
間、各委員長をはじめ実行委員の皆様
が本当によくがんばってくださいました。
皆様ありがとうございました。
　最後に９年間の政令市運営委員長の
任をこの横浜大会で終える金子先生に、
大会終了後のロビーで実行委員皆さん
で感謝の花束をお渡しできましたことを
申し添えて、実行委員長としてのお礼と
いたします。

横浜大会の準備をふりかえって　実行委員長　田野岡 由紀子　　　

　今大会の準備段階でロゴマークを採
用したらどうだろうかとの提案があっ
た。他の都市はまだやっていないこと
と、ロゴがあれば案内に役立つ、そし
て何より、ちょっと楽しい雰囲気がかも
し出されるという３つのねらいが議論さ
れ、採用されることとなった。参加者
もスタッフも、やっぱりどこかには参加
することの喜びが存在してしかるべき
だ。そんな空気をかもし出すささやか
な調味料となったのであれば願い通り
の効果といえる。

　多士済済…参加20都市から各協会を背負った代表の姿に、３日間（前
日運営委員会含む）身近に接してきた。それぞれが一家言を持ち、いう言

にも技あり、そして妙味あり、さながら政令市幼稚園協会オールスター勢揃いの感である。
　適時発刊…本号（臨時増刊）の発行が決まった。「記憶の有るうちに、参加できなかった
皆様に概要だけは伝えたい」また「分科会に於ける近々の課題（特に第1・第2分科会）につい
ては早急に会員に伝えるべき」の声に押されて何とか四苦八苦でまとめてみた。十分な内容と
はいかないが、何とかこの期に間に合った。      　　　　　　　　 （広報部長　井上 貴恭）

今
大会
ロゴマーク採用

テ ー マ：小学校との接続を通して幼児期の子どもの育ちを考える
意見発表：横浜市・さいたま市
司　　会：札幌市  前鼻 英蔵／大阪市  行友 伸二
助　　言：横浜市こども青少年局子育て支援部子育て支援課　幼・保・小連携担当課長　原 南実子 氏

第2分科会第3分科会

　意見発表は、さいたま市から小
中学校の教員研修として幼稚園を
体験する交流を行っているという
報告と、横浜市からは「横浜版接
続期カリキュラム―育ちと学びをつ
なぐ―」という冊子の内容を基にし

た幼稚園と小学校側の交流につい
て報告があった。具体的な幼小連
携の取り組みを通して、幼児期の
子どもの育ちについて各参加者が
議論することができた。また、こ
の冊子の編集にかかわってきた子

ども青少年局の原南実子担当課長
に助言者をお願いしたこともあっ
て、横浜の幼保小連携の取り組み
や小学校から見える幼児期の教育
の大切さについて語ってもらうこと
もできた。


